
建設業における一酸化炭素中毒予防のためのガイドライン
1　趣旨
　本ガイドラインは、建設業において自然換気が不十分な作業場所における、内燃機関を有する機械の使用又は練炭の燃焼によるコンクリート養生作業等の業務に従事する労働者の一酸化炭素中毒を予防するため、事業者及び元方事業者が労働安全衛生関係法令に基づき講ずべき措置に加え、作業管理、作業環境管理等について留意すべき事項を示したものである。

2　労働衛生管理体制

(1)　作業責任者の選任等

　事業者は、一酸化炭素が発生することにより労働者の健康障害が発生するおそれのある内燃機関を有する機械の使用作業及び練炭の使用に係わる作業等(以下「CO作業」という。)を行わせるに当たって、一酸化炭素中毒予防に関する知識を有する者の中から作業責任者を選任し、次に掲げる事項を行わせ、必要に応じて改善等の措置を講ずるよう努めること。

イ　作業手順書を作成し、これに基づき業務に従事する労働者を指揮すること。また、作業手順書には次の内容を記載すること。

(イ)　作業手順書の作成者

(ロ)　作業を行う日時

(ハ)　作業の内容

(ニ)　作業場所

(ホ)　労働者の数

(ヘ)　使用する一酸化炭素発生機材等

(ト)　換気の方法及び使用する換気設備

(チ)　使用する呼吸用保護具

(リ)　一酸化炭素濃度及び酸素濃度の測定機材の種類、測定方法及び測定時期

(ヌ)　一酸化炭素のガス検知警報装置(以下「警報装置」という。)の種類

(ル)　練炭使用の場合その保管方法

(ヲ)　内燃機関使用の場合その保守点検状況

(ワ)　作業の手順

(カ)　緊急時の対応

ロ　関係箇所に作業関係者以外の者が立ち入ることを禁止し、その旨を見やすい箇所に表示すること。

ハ　労働者が呼吸用保護具を適切に使用しているか確認すること。

ニ　下記3から8に掲げる事項について実施状況を確認し、必要に応じて事業者に報告すること。

(2)　元方事業者による管理

　事業者が工事の一部を請負人に請け負わせている場合、元方事業者は関係請負人に対する労働衛生指導を適切に行うため、次に掲げる事項を行わせること。

イ　関係請負人から上記(1)のイにより作成された作業手順書を提出させるとともに、次の事項を事前に通知させること。

(イ)　労働衛生を担当する者の氏名

(ロ)　作業責任者の氏名及び作業現場の巡視計画

(ハ)　労働者の一酸化炭素中毒に係る労働衛生教育の受講の有無

(ニ)　作業工程ごとの作業開始及び終了予定日時

ロ　作業責任者が上記(1)の事項を適切に履行しているか確認するとともに、作業手順書の作成を指導する等、その履行を積極的に支援すること。

ハ　作業場所の巡視を行うこと。

ニ　作業手順書等により、作業の方法等が不適切であると判断した場合には、これを改善するように指導すること。

ホ　関係請負人の間における連絡調整を行うこと。

ヘ　一酸化炭素発生による中毒のおそれがある場合には立入禁止の措置を行うこと。

3　作業管理

　自然換気が不十分なところにおいては、内燃機関を有する機械及び練炭コンロ等を使用してはならない。ただし、作業の性質上、やむを得ず使用する場合において、一酸化炭素中毒の予防のため、換気に加え、事業者は次に掲げる事項を実施すること。

(1)　作業開始前の管理

イ　一酸化炭素の発生の少ない機材を選択すること。

ロ　使用する機材や警報装置を点検すること。

ハ　呼吸用保護具が労働者の人数分以上あることを確認すること。

ニ　呼吸用保護具の破損がないか、また、呼吸用保護具が清潔に保持されているかを確認すること。

ホ　一酸化炭素の有害性を関係者に周知徹底すること。

ヘ　関係箇所に労働者が立ち入る作業を再開する場合には必ず一酸化炭素濃度等を測定し、一酸化炭素濃度の上昇等が確認された場合には、換気を行うこと。

(2)　作業中の管理

イ　一酸化炭素中毒を予防するための換気を行うこと。

ロ　労働者が作業を行っている間、継続的に、一酸化炭素の気中濃度を測定すること。

ハ　労働者に適切な呼吸用保護具を必要に応じ使用させること。

ニ　作業手順書に従って作業を行わせること。

(3)　作業終了後の管理

イ　使用済みの防毒マスクの一酸化炭素吸収缶は、すみやかに破棄しておくこと。

ロ　呼吸用保護具は作業終了後清潔に保持しておくこと。

(4)　異常時の措置

　一酸化炭素濃度が上昇し、警報装置が作動している等労働者に一酸化炭素中毒を発生させるおそれがある場合には、以下の措置を講ずること。

イ　速やかに作業に従事する労働者及び作業場所付近の労働者を安全な場所へ退避させること。

ロ　当該作業場所に再び労働者を入らせる際は、十分換気し一酸化炭素濃度及び酸素濃度を確認した上、労働者に適切な呼吸用保護具を着用させること。特に、防毒マスクによる場合には、吸収缶を交換して使用すること。

ハ　当該作業場所での作業再開は、一酸化炭素濃度が上昇する等の異常等の原因を調査し、換気の方法、作業方法等で問題のあったことについて必要な改善を行い、安全を確認した後とすること。

4　作業環境管理

　労働者が一酸化炭素にばく露されるおそれがある場合には、次に掲げる事項に適合する換気を必ず行うこと。

(1)　自然換気を行う場合は、十分に換気が行われたことを確認すること。

(2)　換気は均一に行われるようにすること。

(3)　CO作業の開始前に換気の効果を一酸化炭素ガス濃度計で確認すること。

(4)　ファンは適切に管理をし、吹出し口若しくは吸込み口の風量の実測により風量を使用前に確認すること。

(5)　換気により作業の実施に支障が生ずる場合には、一酸化炭素発生機材の代替、作業方法の改善及び有効な呼吸用保護具の使用等を行うこと。

(6)　機械換気装置の性能を確保すること。

イ　機械換気においては送排気式が望ましいが、送気式及び排気式の一方を使用する場合には、その作業状況に応じて有効な換気が確保できる方式を用いること。

ロ　機械換気をする時は、能力に余裕のあるファンを選択するとともに、圧力損失も考慮すること。

5　警報装置

　警報装置の使用に際しては、次に掲げる事項を実施すること。

(1)　機種及び設置場所の選定に際しては、ガスの検知目的、検知場所等の作業・環境条件等を考慮すること。

(2)　警報を発していることを作業中の労働者に速やかに知らせることができるものを選定すること。

(3)　複数の作業場所で作業が行われている場合には、それぞれの作業場所に設置すること。

(4)　検知場所の環境条件にあわせ、必要に応じて、フィルター、防滴カバー等を装着すること。

(5)　使用前には作動確認をすること。

(6)　使用時の強い振動や衝撃等を避けること。

(7)　急激な環境条件の変動を避け、作業前にゼロ調整は必ず行うこと。

(8)　適切な保管をし、日常点検及び定期点検・整備を行うこと。

6　呼吸用保護具

(1)　換気が十分に行われていることが確認されている場合を除き、有効な呼吸用保護具を使用すること。

(2)　呼吸用保護具を使用する場合には、作業環境中の一酸化炭素濃度及び酸素濃度等を考慮し、適切なものを使用すること。

(3)　送気マスクを使用する場合には、次の事項を実施するよう努めること。

イ　送気マスクの規格はJIS T8153に適合したものを用いること。

ロ　作業時には、専任の監視者を選任し次の事項を監視させること。

(イ)　空気の取入れ口は常に新鮮な空気が得られる場所とすること。

(ロ)　送気ホースは送気が十分に行われるよう、ホースが潰されたりしないようにすること。

(4)　自給式呼吸器を使用する場合には、次の事項を実施するように努めること。

イ　自給式呼吸器の規格は、空気呼吸器の場合はJIS T8155に、酸素呼吸器の場合はJIS M7601又はJIS T8156に適合したものを用いること。

ロ　作業時には、専任の監視者を選任し、異常があったときに直ちにその旨を通報することができるよう監視させること。

(5)　一酸化炭素用防毒マスクを使用する場合には、次の事項を実施するように努め、又はこれらに留意すること。

イ　高濃度のガスが存在するおそれのある作業環境では使用しないこと。

ロ　酸素欠乏のおそれがある場合には使用しないこと。

ハ　一酸化炭素濃度及び酸素濃度を測定した上で使用すること。

ニ　一酸化炭素用防毒マスクは国家検定に合格したものを使用すること。

ホ　一酸化炭素用吸収缶は次のような特徴があるので留意すること。

(イ)　特定のガス濃度で最小の破過時間を示すので吸収缶に付属した破過曲線図に注意すること。

(ロ)　一酸化炭素の吸収缶は再使用ができないこと。

(ハ)　長期に保存したものは性能が落ちているものもあるので注意すること。

ヘ　吸収缶の交換は破過時間に余裕を持って行うこと。

ト　一酸化炭素は無臭であるので、臭気の有無を基準に呼吸用保護具の使用の判断等は絶対行わないこと。

(6)　呼吸用保護具の使用に当たっては、適正な着用を行わせること。

7　健康管理

　事業者は、労働者に対して、次に掲げる事項を実施すること。

(1)　雇入れ時の健康診断及び定期健康診断を実施すること。

(2)　上記(1)の結果に基づき、適切な健康診断実施後の措置を講ずること。

8　労働衛生教育

　事業者は、労働者に対して、本ガイドラインの内容を踏まえた次に掲げる教育等を実施すること。

(1)　雇入れ時等教育

　新たに一酸化炭素中毒のおそれがある業務に従事する労働者(作業内容の変更による場合を含む。)に対して作業管理、作業環境管理、換気設備の使用方法、警報装置の使用方法、呼吸用保護具等の使用方法、一酸化炭素の有害性、健康管理及び関係法令等についての安全衛生教育を行うこと。

(2)　日常の教育

イ　当目行う作業の確認及び注意事項を作業前に作業者全員に説明すること。

ロ　一酸化炭素の有害性、換気設備及び呼吸用保護具等の使用方法等について周知すること。

(3)　緊急時の訓練

　作業場の一酸化炭素濃度が急激に上昇する等の緊急時に備え、避難や連絡体制等の訓練を行うこと。


